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株式会社 LADVIK 

個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。） 

   ・時価のないもの 

    総平均法による原価法 

 

２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品,原材料,仕掛品 --- 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低    

              下による簿価切下げの方法） 

 貯蔵品 --- 総平均法による原価法 

 

３）固定資産の減価償却の方法 

1. 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

 ただし、平成 10年 4月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、 

平成 28年 4月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によ

っております。 

 

2. 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

     ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5

年）に基づく定額法によっております。 
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3．リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用することとしてお

ります。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が平成 20 年 10 月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 

４）引当金の計上基準 

1. 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

2. 賞与引当金 

  従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき額を

計上しております。 

3. 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

 

５）重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準 

    貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

 

６）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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２． 貸借対照表に関する注記 

１）棚卸資産の内訳     

商品                                                        79,886 千円 

製品                            206,982 千円 

原材料                                                     115,135 千円 

仕掛品                           155,130 千円 

貯蔵品                           27,650 千円 

 

２）減価償却累計額    有形固定資産            2,038,600 千円 

 

３) 子会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権                                                 7,489 千円 

        短期金銭債務                            0 千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

１）子会社との取引高 

      売上高                            15,158 千円 

     外注加工費                           42 千円 

     営業取引以外の取引による取引高                  0 千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

１）発行済株式総数に関する事項 

 

２）自己株式の数に関する事項  

 

３）新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません 

 

 

 

 

  株式の種類 当期首の株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末の株式数 

普通株式 245,000 株 0 株 0 株 245,000 株 

  株式の種類 当期首の株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末の株式数 

普通株式 20,000 株 0 株 0 株 20,000 株 
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４）剰余金の配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額（千円） 

１株当たりの

配当額（円） 
基準日 

効力 

発生日 

令和 5 年 6 月 16 日 

定時株主総会 
普通株式 67,725 301.0 

令和 5 年 

3 月 31 日 

令和 5 年 

6 月 19 日 

 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当の原

資 

配当金の 

総額（千円） 

１株当たりの

配当額（円） 
基準日 

効力 

発生日 

令和 6 年 6 月 21 日 

定時株主総会 
普通株式 利益余剰金 52,425 233.0 

令和 6 年 

3 月 31 日 

令和 6 年 

6 月 21 日 

 

 

５.税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産の発生の主な原因は、将来減算一時差異であります。 

 

６.リース取引に関する注記 

    貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有

権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

 

７.１株当たり情報に関する注記 

１）１株当たり純資産額                   8,870 円 54 銭 

２）１株当たり当期純利益                   575 円 87 銭 

 

８.重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 

以上 


